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A SEED JAPANの紹介 
（1991年設立、任意団体のＮＧＯ） 

“A SEED” とは？：  

Action for  Solidarity, Equality, Environment and 

Development 

（青年による環境と開発と協力と平等のための国際行動 ） 

 

成り立ち： 

1992年リオデジャネイロサミットに青年の声を届ける世界の 

青年によって始められたA SEEDキャンペーンが発端。 

その後、世界の５地域にA SEEDとしてNGOができる。 
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金融機関・金融商品を「収益性」「健全性」 
だけではなく「社会性」の視点も加えて選ぶ 
スタイル 

＝「エコ貯金」と定義 

市民に向けた啓発活動 
（エコ貯金キャンペーンや書籍出版） 

ソーシャル・ファイナンスの普及に向けた 
国際フォーラムの開催 

A SEED JAPANエコ貯金プロジェクト 
＝金融の仕組みを市民から変える  
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金融機関を選ぶ新たな視点 

サービス性 
Service 

健全性 
soundness 

◆ＡＴＭの数 
◆最寄のＡＴＭ 
◆コンビニで利用可 
◆利率 

◆自己資本比率 
◆リスク管理 

社会性 
Ethicality, 

Sustainability 

エコ 
貯金 
Eco-

Saving 
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1. ビジョン 
Do you agree their vision and policy?  
 
2. 環境に配慮した投融資 
Do they provide any environmentally friendly financing? 
 
3. 地域経済への貢献 
Do they contribute to the local economic development? 
 
4. 社会的企業への支援 
Do they lend to the social enterprise including NPO? 
 
5.  情報公開 
Do they publicly disclose enough information? 
 
6.  その他 
Others 

金融機関の社会性のチェックポイント 
Checkpoints for “ethicality and sustainability” 
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口座を変えれば 
世界が変わる 
キャンペーン  

（2005年3月～） 
“Eco-Saving” campaign  

自分の口座を「便利さ」「利息」だけ 
でなく、「社会性」の視点も加えて 
選ぶ＝「エコ貯金」をする！ という 
宣言を集めるキャンペーン 

啓発 

Mobillsing People 
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11億2900万6100円 （1665人） 
の宣言が集まる （2012年12月時点） 
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2004年1月 第1回エコ貯金フォーラム 
（金子勝氏ら講演、約100名参加） 
 
2005年4月 第2回エコ貯金フォーラム 
（東京三菱銀行、中央労金などのCSR担当者が 
パネルディスカッション、約100名参加） 
 
2008年10月 非人道的兵器と金融について考えるラウンドテーブル 
 
2010年5月 クラスター爆弾への投融資に関する勉強会 
 
2010年6月 第3回エコ貯金フォーラム開催 

金融機関と市民の 
対話の場 

提言 

Advocacy work for financial institution 
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国際的に禁止された非人道兵器 
（クラスター爆弾等）の製造企業への融資 

海外のクラスター爆弾製造 
企業への日本の銀行から 
の融資額（2007年の調査） 
   
三菱東京UFJ：約３億USドル 
みずほ         ：約１億５千万USドル 
三井住友      ：約１億USドル 

資料：ＮＧＯネットワークフランデルン資料 

クラスター爆弾製造企業への 

投融資問題 
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 広範囲にわたって被害を及ぼす 
 

 無差別に人びとを殺傷する 

→被害の98％が民間人 
 

 多くが不発弾として残り、「地雷」化する 
 

 子どもが最大の被害者 
 

 紛争後の復興に障害 

 

クラスター爆弾のもたらす人道的被害 

資料：ＪＣＢＬ（地雷廃絶日本キャンペーン）資料 
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製造企業名 Lockheed Martin （米国） 

契約形態 リボルビング・クレジット・ファシリティ 

（5年契約） 

総額 15億US$ 

契約満期 2012年6月 

アレンジャー JP Morgan Chase （米国）  

Bank of America  （米国）  

日本のメガバンク
の参加状況 

みずほコーポレート銀行 (融資枠:7,125万US$） 

三井住友銀行          （融資枠:3,750万US$） 

三菱東京UFJ銀行      （融資枠:7,500万US$） 

クラスター爆弾製造企業へのシンジケートローン 

資料： 米国証券取引所ウェブサイト http://www.secinfo.com/d14D5a.u4v8z.d.htm 
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クラスター爆弾製造企業へのシンジケートローン 

参加金融機関一覧 

資料： 米国証券取引所ウェブサイト http://www.secinfo.com/d14D5a.u4v8z.d.htm 
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2008年12月3日、日本政府がクラスター爆弾禁止条約に 
署名したことを受けてメガバンクに緊急提言 

A SEED JAPANの提言活動 

資料： 国際青年環境NGO A SEED JAPAN資料 
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金融機関の投融資に関する 

国際キャンペーンの展開 

◆2009年10月29日、CMC（クラスター爆弾連合） 
 が、クラスター爆弾製造企業への投融資の禁止 
 を求めるキャンペーンを17カ国で開始 
◆日本窓口は地雷廃絶日本キャンペーン（JCBL) 
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「どこに行ってる？ 私のお金」キャンペーン（2010年） 

“Where is my money going?” campaign 
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そして、クラスター爆弾禁止条約
発効にあわせて、、、 

「三菱東京ＵＦＪ、三井住友の２銀行が、 

クラスター爆弾製造を目的とした資金調達
への投融資を内規で禁じた」 
（資料：毎日新聞 2010年年7月29日付記事） 

 

「みずほフィナンシャルグループは３０日、
グループ内の銀行に対し今週、クラスター
爆弾製造を目的とした資金調達への投融
資を禁じる内部通達を行ったことを毎日新
聞に明らかにした。」 
（資料：毎日新聞 2010年7月30日付記事） 
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2010年10月8日 全国銀行協会 加盟184行で申し合わせ 

資料：全国銀行協会ウェブサイト 

クラスター弾に関する条約の発効を受けた銀行界としての取組みについて 
 
  本年8月1日、わが国ではクラスター弾等の製造禁止や所持の原則禁止を定めた「クラスター弾等の製
造の禁止及び所持の規制等に関する法律」が施行された。  
 

 クラスター弾は、内蔵する子弾を空中で広範囲に散布するよう設計されたもので、その不発弾などによっ
て一般市民に甚大な被害を与えてきており、わが国を含めた国際社会の中でも「クラスター弾に関する条
約」が採択される等、人道上の懸念が大きい武器として認知されているところである。 
  

 当協会では、「行動憲章」に､従前より「（銀行の公共的使命）銀行のもつ公共的使命の重みを常に認識
し、健全な業務運営を通じて揺るぎない信頼の確立を図る」と明記し、銀行が「企業・個人・公共部門等に
対し必要な資金を供給すること等により、経済活動にとって不可欠な資金決済・仲介機能を発揮し、ひい
ては経済・社会の健全な発展に資するべき」としてきた。一方、「社会的規範を逸脱するような不健全な融
資や営業活動を慎み､良識ある営業姿勢を維持する」点も併せて留意し、誠実かつ公正な企業活動の遂
行に努めてきたところである。 
  

 今般、上記法律が施行されたことを踏まえ、本行動憲章の精神に則り、銀行業務の公共的使命の重み
を認識するとともに、「良き企業市民」としての社会的責任に鑑み、クラスター弾の製造を資金使途とする
与信は、国の内外を問わず、これを行わないことを申し合わせる。 
  

以上 
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大和証券投資信託委託が方針開示 

資料：大和証券投資信託委託ウェブサイト 

クラスター爆弾製造企業への投資その他の取扱いについて 
 
平成23年6月20日 
大和証券投資信託委託株式会社 
 
クラスター爆弾禁止条約（オスロ条約）が平成22年8月1日に発効いたしました。 
 

当社は、当該条約批准国の運用会社として、クラスター爆弾を製造している企業への投資その他の取扱いに
ついて、平成22年7月30日、原則的な対応方針を下記の通り決定しております。 
 なお、インデックス・ファンドにおいては、インデックスの動きに連動させることを目指して運用することを目的
とするため、運用者である当社としては受益者に対する忠実義務の観点から、インデックスが構成銘柄とす
る限りファンドにおいても投資対象銘柄といたします。該当するインデックスは「MSCI KOKUSAI 
Index(注)」となっています。 
 
(注) MSCI KOKUSAI Indexは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、日本を除く世界主要国の株価指数を、各国の株式時価総額をベースに合成したものです。同指
数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。また、MSCI Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有し
ています。 

 
記 

 

当社が運用指図権を有するファンドにおけるクラスター爆弾製造企業への投資その他の取扱いについては、
次の方針を基本原則として対応する。  
1.クラスター爆弾製造企業の発行する有価証券の組入れは、アクティブ・ファンドにおいて行わない。現に組
入れのあるものについては、すみやかに売却する。  
2.クラスター爆弾製造企業の発行する株式の議決権行使において、クラスター爆弾の製造からの撤退・縮小
を求める株主提案が提示された場合には、当該株主提案に賛成する。 

以上 
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提言 

Questionnaire to financial institutions 

金融機関への公開質問状 

資料： 国際青年環境NGO A SEED JAPANウェブサイト 
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対象とした192社の金融機関のうち、回答した金
融機関は29社（約15％） 

環境配慮型の企業への投融資の取り組みは進展 

地域経済への取り組みについては地銀、信金が特
徴的な取り組みを実施（香川銀行の「高松市丸亀
町市街地再開発事業への取組み」等） 

社会的企業への支援については、労働金庫、信用
金庫が先駆的に進めているが、メガバンクも取り組
みを始めている 

ＣＳＲ実践の課題として、人員不足等が指摘 

金融機関への公開質問状（2011年）の結果概要 

詳細は以下のＵＲＬ参照： 
http://www.aseed.org/ecocho/questionnaire/questionnaire111023_rev.html 
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ご清聴ありがとうございました！ 


